高度成長期の職業訓練政策 : 新職業訓練法（1969年）の成立をめぐって by 沢井 実



































































2）　公聴会における公述人は 1会場につき 7名とし，学識経験者（訓練所長等を含む）3名，関係労働者代表 2名，

































した。第 1回は第 9回中央雇用対策協議会にて上記 3経済団体が行った「技術・技能労働者の養成
確保につき政府に対する要望」（1967年 11月 14日）であり，第 2回は 68年 5月 17日の第 11回

















































































































































































































































































































　1968年 7月の中央職業訓練審議会答申を経て翌 69年 7月に職業訓練法が全面改正され，10月 1
日から施行された。旧職業訓練法（従来の労働基準法による技能者養成規程と職業安定法による職






























































































































中央職業訓練審議会 1968 『今後の職業訓練制度のあり方について』1968年 7月。
「第六十一回国会参議院　社会労働委員会会議録」第 29号 1969，1969年 7月 3日。
「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 9号 1969，1969年 4月 15日。
「第六十一回国会衆議院　社会労働委員会議録」第 1号 1969，1969年 4月 22日。








労働省職業訓練局 1967b「今後の職業訓練制度の考え方について」1967年 6月 28日。
「（資料）職業訓練問題について」日付なし（大阪産業労働資料館・エルライブラリー所蔵）。
「（資料）職業訓練に対するわれわれの態度」日付なし（大阪産業労働資料館・エルライブラリー所蔵）。
職業訓練局 1967「職業訓練制度改正に関する公聴会開催要領」1967年 8月 22日。
「職業訓練制度改正に関する公聴会　改正に関する公聴会公述要旨」（手書き原稿） 日付なし（大阪産業労働資料館・
エルライブラリー所蔵）。
全国総合職業訓練所職員組合 1966「職業訓練に関する申し入れ」1966年 10月 14日（大阪産業労働資料館・エルラ
イブラリー所蔵）。
文献リスト
「新しく成立した職業訓練法の概要」1969 『労政時報』第 1999号，1969年 8月：53―55。
中央雇用対策協議会 1969「技術・技能者不足に関連して社会各層に提言」『職業安定広報』第 20巻第 5号，1969年
2月：12―13。




緒方隼三 1970「新しい職業訓練法について」『実務表面技術』第 17巻第 8号，1970年 8月：22―25。
大内経雄 1938 『戦時下の熟練工問題』財団法人社会教育協会（間宏監修 1993復刻『日本労務管理史資料集』第 3期，
第 7巻，熟練工・中堅工問題，五山堂書店）。












Policies for Vocational Training in the High Growth Era :
On Enactment of a New Vocational Training Act (1969)
Minoru SAWAI
要　　旨
　1958年 5月に制定された職業訓練法は，職業安定法に規定された職業補導と労働基準法に規定さ
れた技能者養成を一本化した職業訓練行政上画期的なものであった。同法の下，公共職業訓練は都道
府県が設置運営する一般職業訓練所，労働福祉事業団（61年 7月設立の雇用促進事業団が業務承継）
が設置する総合職業訓練所，中央職業訓練所（目的は職業訓練指導員の養成），および都道府県が設
置運営する身体障害者職業訓練所によって担われた。
　しかし産業構造の高度化・変容をともなった高度経済成長の持続は，より本格的な新卒者，在職者，
転職者向け職業訓練，換言すれば技能者の職業生活の各段階に応じた多様な職業訓練を要請すること
になった。この要請に応えようとしたのが 1969年 7月の職業訓練法の全面改正（新職業訓練法）であっ
た。この職業訓練法の全面改正に向けて経営者団体および労働組合は積極的に発言し，中央職業訓練
審議会も活発な活動を展開した。
　職業訓練をめぐる経営者団体および労働組合の動き，中央職業訓練審議会答申の内容，法制化のプ
ロセスを追跡しながら，本論文では 1969年新職業訓練法の歴史的意義について考察する。
